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○指定居宅サービス事業所、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関する規則の一部改正 
 
栃木県規則第８号                                         
指定居宅サービス事業所、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関する規則の一部を改

正する規則を次のように定める。               
令和７年３月７日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一 
指定居宅サービス事業所、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関する規則の一部

を改正する規則 

指定居宅サービス事業所、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関する規則（平成11年

栃木県規則第34号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

  附 則                                            

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
                                        （高齢対策課）  

改   正   後 改   正   前 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第

123号。以下「法」という。）、介護保険法施行

法（平成９年法律第124号。以下「施行法」とい

う。）、介護保険法施行令（平成10年政令第412

号）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令

第36号。以下「施行規則」という。）に定めるも

ののほか、指定居宅サービス事業所、介護保険施

設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関

し必要な事項を定める。 

 

第２条 略 

 

（指定又は許可を受けた旨の掲示） 

第３条 法第70条第１項、第86条第１項、第94条第

１項、第107条第１項及び第115条の２第１項の規

定により指定又は許可を受けた者は、その旨を当

該指定又は許可に係る事業所又は施設の見やすい

場所に掲示するものとする。 

 

第３条～第６条 略 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第

123号。以下「法」という。）、介護保険法施行

法（平成９年法律第124号。以下「施行法」とい

う。）、介護保険法施行令（平成10年政令第412

号）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令

第36号。以下「施行規則」という。）に定めるも

ののほか、指定居宅サービス事業所、介護保険施

設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関

し必要な事項を定める。 

 

第２条 略 

 

（指定又は許可を受けた旨の掲示） 

第３条 法第70条第１項、第86条第１項、第94条第

１項、第107条第１項及び第115条の２第１項の規

定により指定又は許可を受けた者は、その旨を当

該指定又は許可に係る事業所又は施設の見やすい

場所に掲示するものとする。 

 

第４条～第７条 略 
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○指定居宅サービス事業所、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関する規則の一部改正 
 
栃木県規則第８号                                         
指定居宅サービス事業所、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関する規則の一部を改

正する規則を次のように定める。               
令和７年３月７日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一 
指定居宅サービス事業所、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関する規則の一部

を改正する規則 

指定居宅サービス事業所、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関する規則（平成11年

栃木県規則第34号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

  附 則                                            

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
                                        （高齢対策課）  

改   正   後 改   正   前 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第

123号。以下「法」という。）、介護保険法施行

法（平成９年法律第124号。以下「施行法」とい

う。）、介護保険法施行令（平成10年政令第412

号）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令

第36号。以下「施行規則」という。）に定めるも

ののほか、指定居宅サービス事業所、介護保険施

設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関

し必要な事項を定める。 

 

第２条 略 

 

（指定又は許可を受けた旨の掲示） 

第３条 法第70条第１項、第86条第１項、第94条第

１項、第107条第１項及び第115条の２第１項の規

定により指定又は許可を受けた者は、その旨を当

該指定又は許可に係る事業所又は施設の見やすい

場所に掲示するものとする。 

 

第３条～第６条 略 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第

123号。以下「法」という。）、介護保険法施行

法（平成９年法律第124号。以下「施行法」とい

う。）、介護保険法施行令（平成10年政令第412

号）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令

第36号。以下「施行規則」という。）に定めるも

ののほか、指定居宅サービス事業所、介護保険施

設及び指定介護予防サービス事業所の指定等に関

し必要な事項を定める。 

 

第２条 略 

 

（指定又は許可を受けた旨の掲示） 

第３条 法第70条第１項、第86条第１項、第94条第

１項、第107条第１項及び第115条の２第１項の規

定により指定又は許可を受けた者は、その旨を当

該指定又は許可に係る事業所又は施設の見やすい

場所に掲示するものとする。 

 

第４条～第７条 略 
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○障害者の利用に係る公の施設の使用料等の免除に関する条例施行規則の一部改正 

 

栃木県規則第９号                                         

障害者の利用に係る公の施設の使用料等の免除に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定

める。       

令和７年３月７日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一   

障害者の利用に係る公の施設の使用料等の免除に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

障害者の利用に係る公の施設の使用料等の免除に関する条例施行規則（平成５年栃木県規則第11号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

（障害者の範囲） 

第２条 条例第２条に規定する身体障害、知的障

害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身

の機能の障害がある者          で規

則で定めるものは、次に掲げる者とする。 

(1)～(3) 略 

(4)a障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成17年法律第123号）第

22条第８項に規定する障害福祉サービス受給者

証（以下「障害福祉サービス受給者証」とい

う。）の交付を受けている者 

(5)a難病の患者に対する医療等に関する法律（平

成26年法律第50号）第７条第４項に規定する医

療受給者証（以下「特定医療費（指定難病）受

給者証」という。）の交付を受けている者 

(6)a児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19条

の３第７項に規定する医療受給者証（以下「小

児慢性特定疾病医療費受給者証」という。）の

交付を受けている者 

 

（介護が必要な障害の程度） 

第３条 条例第２条に規定するその者の障害の程度

が介護が必要なものとして規則で定めるものは、

次のとおりとする。 

(1)a身体障害者手帳に第１種身体障害者（障害者

に対する旅客鉄道株式会社等の旅客運賃の割引

について（平成31年２月15日付け障発0215第６

号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通

知。以下「通知」という。）別紙第１に規定す

る第１種身体障害者をいう。）として記載され

る障害に該当するもの 

(2)a療育手帳に第１種知的障害者（通知別紙第２

あ                   あ

あ                   あ

あ            に規定する第１種

知的障害者をいう。）として記載される障害に

該当するもの 

（障害者の範囲） 

第２条 条例第２条に規定する身体障害者福祉法

（昭和24年法律第283号）第４条に規定する身体

障害者その他の身体又は精神に障害のある者で規

則で定めるものは、次に掲げる者とする。 

(1)～(3) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（介護が必要な障害の程度） 

第３条 条例第２条に規定するその者の障害の程度

が介護が必要なものとして規則で定めるものは、

次のとおりとする。 

(1)a身体障害者手帳に第１種身体障害者（身体障

害者に対する旅客鉄道株式会社等の旅客運賃の

割引について（昭和57年１月６日付け社更第４

号厚生省社会局長・児童家庭局長通知）第２あ

あ                に規定す

る第１種身体障害者をいう。）として記載され

る障害に該当するもの 

(2)a療育手帳に第１種知的障害者（知的障害者に

対する旅客鉄道株式会社等の旅客運賃の割引に

ついて（平成３年９月24日付け児発第811号厚

生省児童家庭局長通知）第２に規定する第１種

知的障害者をいう。）として記載される障害に

該当するもの 
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○障害者の利用に係る公の施設の使用料等の免除に関する条例施行規則の一部改正 

 

栃木県規則第９号                                         

障害者の利用に係る公の施設の使用料等の免除に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定

める。       

令和７年３月７日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一   

障害者の利用に係る公の施設の使用料等の免除に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

障害者の利用に係る公の施設の使用料等の免除に関する条例施行規則（平成５年栃木県規則第11号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

（障害者の範囲） 

第２条 条例第２条に規定する身体障害、知的障

害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身

の機能の障害がある者          で規

則で定めるものは、次に掲げる者とする。 

(1)～(3) 略 

(4)a障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成17年法律第123号）第

22条第８項に規定する障害福祉サービス受給者

証（以下「障害福祉サービス受給者証」とい

う。）の交付を受けている者 

(5)a難病の患者に対する医療等に関する法律（平

成26年法律第50号）第７条第４項に規定する医

療受給者証（以下「特定医療費（指定難病）受

給者証」という。）の交付を受けている者 

(6)a児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19条

の３第７項に規定する医療受給者証（以下「小

児慢性特定疾病医療費受給者証」という。）の

交付を受けている者 

 

（介護が必要な障害の程度） 

第３条 条例第２条に規定するその者の障害の程度

が介護が必要なものとして規則で定めるものは、

次のとおりとする。 

(1)a身体障害者手帳に第１種身体障害者（障害者

に対する旅客鉄道株式会社等の旅客運賃の割引

について（平成31年２月15日付け障発0215第６

号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通

知。以下「通知」という。）別紙第１に規定す

る第１種身体障害者をいう。）として記載され

る障害に該当するもの 

(2)a療育手帳に第１種知的障害者（通知別紙第２

あ                   あ

あ                   あ

あ            に規定する第１種

知的障害者をいう。）として記載される障害に

該当するもの 

（障害者の範囲） 

第２条 条例第２条に規定する身体障害者福祉法

（昭和24年法律第283号）第４条に規定する身体

障害者その他の身体又は精神に障害のある者で規

則で定めるものは、次に掲げる者とする。 

(1)～(3) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（介護が必要な障害の程度） 

第３条 条例第２条に規定するその者の障害の程度

が介護が必要なものとして規則で定めるものは、

次のとおりとする。 

(1)a身体障害者手帳に第１種身体障害者（身体障

害者に対する旅客鉄道株式会社等の旅客運賃の

割引について（昭和57年１月６日付け社更第４

号厚生省社会局長・児童家庭局長通知）第２あ

あ                に規定す

る第１種身体障害者をいう。）として記載され

る障害に該当するもの 

(2)a療育手帳に第１種知的障害者（知的障害者に

対する旅客鉄道株式会社等の旅客運賃の割引に

ついて（平成３年９月24日付け児発第811号厚

生省児童家庭局長通知）第２に規定する第１種

知的障害者をいう。）として記載される障害に

該当するもの 
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附 則                                            

この規則は、令和７年４月１日から施行する。                            

（障害福祉課）  

 

 

(3)a前条第３号の精神障害者保健福祉手帳（以下

「精神障害者保健福祉手帳」という。）に第１

種精神障害者（通知別紙第３に規定する第１種

精神障害者をいう。）として記載される障害に

該当するもの 

 

（免除の手続） 

第４条 条例第２条前段の規定により使用料等の免

除を受けようとする者は、利用しようとする公の

施設の長等に対し、身体障害者手帳、療育手帳、

あ精神障害者保健福祉手帳、障害福祉サービス受

給者証、特定医療費（指定難病）受給者証又は小

児慢性特定疾病医療費受給者証を提示し、障害者

であることの確認を受けなければならない。 

２ 略 

(3)a前条第３号の精神障害者保健福祉手帳（以下

「精神障害者保健福祉手帳」という。）に障害

等級が１級               あ

あ         として記載される障害に

該当するもの 

 

（免除の手続） 

第４条 条例第２条前段の規定により使用料等の免

除を受けようとする者は、利用しようとする公の

施設の長等に対し、身体障害者手帳、療育手帳又

は精神障害者保健福祉手帳、障害福祉サービス受

給者証、特定医療費（指定難病）受給者証又は小

児慢性特定疾病医療受給者証を提示し、障害者で

あることの確認を受けなければならない。 

２ 略 

 

 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則及び児童福祉法に基づく障害児入所

給付費等の支給等に関する規則の一部改正 

 

栃木県規則第10号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則及び児童福祉法に基づく障害児入所

給付費等の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和７年３月７日 

                              栃木県知事  福  田  富  一   

   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則及び児童福祉法に基づく障害児

入所給付費等の支給等に関する規則の一部を改正する規則 

 （障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部改正） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成18年栃木県規則第49 

号）の一部を次のように改正する。 

別記様式第１号及び別記様式第４号中「被保険者証」を「加入医療保険」に改める。 

（児童福祉法に基づく障害児入所給付費等の支給等に関する規則の一部改正） 

第２条 児童福祉法に基づく障害児入所給付費等の支給等に関する規則（平成18年栃木県規則第75号）の一部

を次のように改正する。 

別記様式第１号中「被保険者証」を「加入医療保険」に改める。 

別記様式第４号表面中「被保険者証」を「加入医療保険」に改め、同様式裏面中「被保険者証」を「資格に

係る情報が確認できる書類」に改める。 

別記様式第５号中「被保険者証」を「加入医療保険」に改める。 

別記様式第９号中「被保険者証番号」を「加入医療保険番号」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

                                         （障害福祉課）  
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○公衆浴場法施行細則の一部改正 
 
栃木県規則第11号                                         

 公衆浴場法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。  
  令和７年３月７日                                      
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   公衆浴場法施行細則の一部を改正する規則          
 公衆浴場法施行細則（昭和61年栃木県規則第41号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

附 則                                            
 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（医薬・生活衛生課） 
 

改   正   後 改   正   前 

（水質基準） 

第５条 条例第７条第１号の規定による水質基準

は、次に掲げるとおりとする。 

 (1)a略 

 (2)a浴槽内の湯水は、次の表の左欄に掲げる事項

につき同表の中欄に掲げる方法によって行う検

査において、それぞれ同表の右欄に定める基準

に適合すること。 

略 

３ 大腸菌  略 略 

略 

２ 略 

（水質基準） 

第５条 条例第７条第１号の規定による水質基準

は、次に掲げるとおりとする。 

 (1)a略 

 (2)a浴槽内の湯水は、次の表の左欄に掲げる事項

につき同表の中欄に掲げる方法によって行う検

査において、それぞれ同表の右欄に定める基準

に適合すること。 

略 

３ 大腸菌群 略 略 

略 

２ 略 



（4） 号外第５号令和７（2025）年３月７日　金曜日 栃 木 県 公 報

発 行 人　　栃　　　木　　　県 〒₃₂₀︲₈₅₀₁ 宇都宮市塙田１丁目１番₂₀号　販売価格１か月₃，₉₅₀円
印 刷 所　　株式会社松井ピ・テ・オ・印刷 〒₃₂₁︲₀₉₀₄ 宇都宮市陽東５丁目９番₂₁号　（消費税、地方消費税及び送料を含む。）

───────────────────────────────────────────────
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